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研究成果の概要（和文）：「介護・福祉の経営学」の構築を目指し、サービスを提供する事業者

の経営とマネジメントについて 4 つの焦点に絞って研究を行った。1 つに、制度・政策と地域

への環境対応における不確実性と不安定が揺らぎもたらし、経営の基盤の確立と自立が求めら

れている。2 つに、質の高いサービスの提供については、介護職をはじめ人材の育成と職場づ

くりが鍵になっている。3 つに、介護・福祉人材の確保では、何よりも高い離転職に対応し定

着をはかるため、職場における精神的サポートや学習支援、仕事の達成感や承認、キャリアビ

ジョンの展望が大きく影響していた。4 つに、財務・会計面について、会計ルールの確立、行

政・監事・外部監査の整備といった基本的な問題が山積していた。 

 
研究成果の概要（英文）：The purpose of the research is to establish the socio-management 
theory for the long-term care services providers for the elderly. The focuses of project 
are followings (1) adaptation to the changing environments such as social welfare policy, 
long-term care insurance reforms, and retrenchment finance policy, etc, (2) management 
of high-quality care and services based on the providing organization and system, (3) 
human resource management for caregivers in order to decrease high turnover, (4) analysis 
of financial statement of organizations providing long-term care. 
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１．研究開始当初の背景 
介護・福祉の世界、社会福祉基礎構造改

革、2000 年の介護保険制度によって、パラ
ダイムの変革が生じた。介護の社会化と普
遍化を目指したとき、利用者と提供者との
対等な関係のもと、サービスと提供者を選

ぶことのできる新たな仕組みとなった。そ
こで、はじめて社会福祉法人の経営や高齢
者介護施設のマネジメントの必要性が叫ば
れたが、いかに介護・福祉経営の確立をは
かるかを模索し続けていた。2006 年、介護
報酬の改定、厚生労働省の研究会による「社
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会福祉法人経営の現状と課題」の提起され
た背景のもと、「介護・福祉の経営学」を構
築し確立しようと、本研究は開始された。 

 
２．研究の目的 

本研究は、「介護・福祉の経営学」を構築
するために、組織論をベースに managerial 
point of viewに立ち、高齢者の介護・福祉
サービスを提供する事業者（組織体）の経
営構造とマネジメントのプロセスを学際的
な研究によって明らかにすることを目指す
ものである。本研究の焦点は、地域のなか
で「質の高い」高齢者の介護・福祉サービ
スをいかに「効率的」にそして「持続的」
に提供していくかという事業者の経営行動
プロセスを解明しようとするものである。 
研究の焦点となったのは、1 つには、事業

者の経営環境となる制度・政策と地域への
対応における組織間関係に注目する。2つに、
“人間の尊厳を守る”と“いのちと暮らし
を支える“を出発点としたケアとサービス
の提供におけるサービスマネジメントの取
り組みである。3つに、人材マネジメントが
介護・福祉サービス事業者の経営を展開す
るときの基盤になる。対人サービスを支え
る人材の確保、何よりも高い離転職に対応
し定着をはかること、リーダーやマネジメ
ント人材の育成、さらに処遇や労働条件な
どインセンティブといった問題を解決して
いくことである。4つに、経営の持続にかか
わる成果について、財務成果と組織成果の 2
つの面を押させ、さらに成長と発展をうな
がす基礎をさぐることである。こうした 4
つのマネジメントの特質と課題を明らかに
した上で、サービス事業者の経営に関係づ
けて構造とダイナミズムを研究することを
目指した。 

 
３．研究の方法 

本研究の焦点となる 4 つの課題について、
次のような調査研究を実施した。 
(1)制度・政策的環境と介護・福祉経営 

愛知県における介護需要(ニーズ)とサー
ビス供給計画の分析、長野県辰野町の高齢
者の生活ニーズに関するアンケート調査、
愛知県美浜町の生活弱者への地域支援の
関係性に関するフィールドワーク調査を
行い、制度・政策および地域のサービス供
給体制の課題を明らかにした。 

(2)介護・福祉サービスマネジメント 
従来の特別養護老人ホーム、個室ユニッ
トケアの特別養護老人ホーム、グループ
ホームさらに小規模多機能拠点を取り上
げ、事業者の経営とマネジメントの課題
をインタビュー調査により明らかにした。
きらくえん(尼崎市)、せんねん村(西尾
市)、いずみの園(中津市)、こもれびの家

(名取市)、不二福祉会(蒲郡市)、夢のみ
ずうみ村(山口市)、横浜市福祉サービス
協会、青森福祉事業団(むつ市)などでヒ
アリングを行った。 

(3)人材マネジメント 
介護職の確保と定着の問題を明らかにす
るために、施設および訪問介護事業所の
介護職への詳細なデプス・インタビュー
調査を実施した。 

(4)財務分析 
2000年、介護保険以降の経営状況につい
て、研究協力を受けた社会福祉法人の財
務データベース化を行い、財務システム
の問題点を指摘するとともに、経営の分
析と検討を行った。天竜厚生会、いずみ
の園、横浜市福祉サービス協会、青森福
祉事業団、きらく苑等の協力を得た。 

 
４．研究成果 
(1)愛知県（名古屋市、知多・三河地域）にお

ける要介護高齢者の将来推計、施設サービ
ス推計量を分析すると、相当数の自治体の
介護保険事業計画がサービス供給量を制
限している可能性がうかがえ、それがサー
ビス提供事業者の経営とマネジメントを
制約する環境となっている。同時に、施設
に入所できない待機者を大量に生み出す
ことによって、利用者の安心と信頼を揺る
がせ、事業者の経営の混迷を招くことにな
っている。 

(2)中産間地域のあたる長野県辰野町の高齢
者の生活と環境に関する調査より、商店街
の衰退に象徴される経済の不振、医師不足
による地域医療の崩壊が高齢者の介護・福
祉を揺るがしており、住民のいのちと暮ら
しを守る体制を地域住民の連帯と協働に
よって再構築していくことが喫緊の課題
となっている。そのなかで、むしろ公を中
心とした介護・福祉サービスの提供体制が
事業的に脆弱さを内包させながら組み立
てられている。 

(3)愛知県の美浜町では、高齢者・障害者を
支える地域住民の関係性をとらえるため
に、災害の緊急時における情報伝達と安全
行動を通じてみたところ、情報の伝達と認
知、対処行動について、地域のつながりが
きわめて脆弱であったことが確認された。
いかに地域の関係性を作り出していくか
が家族や地域が高齢者者や要介護者を支
えていく基礎として重要な役割をはたし
ていることを確認した。 

(4)介護老人福祉施設に関する調査から指摘
されるのは、制度・政策といった制度的環
境に適応していくことが経営の焦点とな
っており、その圧力と地域の要請に沿った
介護事業の拡大が行われてきたが、自立的
に事業と組織の成長をはかる志向性は必



 

 

ずしも高くはない。経営的にはきわめて安
定志向であり、一般企業の業績と比べても、
収支率など安定しているといえる。経営の
出発点としては、いのちと暮らしを守ると
いう福祉の価値とミッションの追求であ
り、そこに収支や効率を同時に追求してい
くことの折り合いに葛藤がまだまだにじ
み出ている。 

(5)介護・福祉経営の中心となるのは、何よ
りも人材の確保と育成であるという共通
の認識があるが、職場と組織に人材を育て
る仕組みやマネジメントはまだ必ずしも
できていない。職場リーダーの位置づけと
役割、仕事と成果との評価など難しさには、
介護・福祉サービスと組織の特性にともな
うものであるが、これだけに利用者の声に
耳をかたむけこと、職員が働きがいを見出
せること、この 2つの基本に忠実なことが
求められている。 

(6)介護・福祉経営の確立において要となる
のは、何よりも施設長のマネジメントの
能力と役割であるが、必ずしも年齢・経
歴や在任経験など能力要件を満たしてい
ないといえる。 

(7)介護・福祉経営の喫緊の課題となってい
る介護職の人材確保について、介護職の
定着と働きがいに焦点を合わせた詳細な
デプス・インタビュー（施設 18 名、訪問
介護 10名、いずれも 5 年以上の介護職経
歴）を行ったところ、介護職を継続して
きたモチベーションの決め手となったの
は、組織と職場のなかで出会った人たち、
先輩、利用者のお年寄り、上司など多く
の支援と承認による「育てられている」
感が重要な契機になっていることが見出
された。 

(8)財務分析にあたっては、社会福祉法人の
経営と介護・福祉事業のデータ収集と分
析を行っていったが、社会福祉法人にお
ける財務・会計に関する認識と理解を高
める取り組みには多くの課題が残されて
いることが明らかになった。基本的なと
ころで、3 つの異なる会計ルールによっ
て生じる会計処理問題、問題にもなって
こない経営分析と管理会計、そして行政
の指導監査・監事監査そして外部監査の
機能不全といった問題が山積している実
態である。 
なお、こうした研究調査の成果を踏

まえ、介護・福祉経営の柱にそって
問題の解決と対応の体系化をはかり
出版しいく計画である。 
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